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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面

交付請求を頂いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株

主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を

一律でお送りいたします。

第 7 4 期 定 時 株 主 総 会 資 料

(電子提供措置事項のうち交付書面省略事項)

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第74期(2023年４月１日から2024年３月31日まで)
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連結注記表

【連結注記表】

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 14社

　連結子会社の名称 ㈱丸水長野県水、マルイチ・ロジスティクス・サービス

㈱、大信畜産工業㈱、信田缶詰㈱、㈱ナガレイ、ファース

トデリカ㈱、㈱山政北海屋、㈱丸一北海屋、㈱三共物商、

マルゼンフーズ㈱、㈱エム・フーズ、㈱丸水運送センタ

ー、㈱獅子丸水産、㈲木原水産

　㈲木原水産は、当連結会計年度において株式を取得したため連結の範囲に含めており

ます。また、持分法適用の関連会社であった㈱獅子丸水産は、当連結会計年度において

株式を追加取得したため連結の範囲に含めております。

　前連結会計年度において連結子会社でありました魚信㈱は清算したため、連結の範囲

から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法適用の関連会社の数　２社

持分法適用の関連会社の名称　㈱北信食肉センター、㈱ヨネクボ

㈱獅子丸水産については、当連結会計年度において株式の追加取得により連結の範囲

に含めたため、持分法適用の範囲から除外しております。

・持分法を適用していない関連会社（松本市場管理㈱他１社）は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

・連結子会社のうち、㈲木原水産の決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成

にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しておりま

す。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

……時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産

・商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

……移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）、一部の生鮮品につ

いては個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりま

す。

（ 1 ）
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

……定率法。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月1日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物……………10～38年

機械装置及び運搬具………10～12年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウエア（自社利用）

……社内における見込利用可能期間（主に５年）に基づく定額

法によっております。

・その他の無形固定資産

……定額法

ハ．リース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 　　　　　……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金　　　　　 ……従業員の賞与支給に充てるため、翌連結会計年度の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ．役員株式給付引当金 　……業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」に対応

するため、対象取締役に対して、役員株式給付規程に基づ

く期末要支給額を計上しております。

ニ．債務保証損失引当金 　……債務保証等の損失に備えるため、被保証先の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を計上しております。

④収益及び費用の計上基準

　商品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商

品を引渡す義務を負っています。当該履行義務は、商品を引渡す一時点において、顧客が

当該商品に対する支配を獲得して充足していると判断し、引渡し時点で収益を認識してお

ります。なお、代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して

おります。

⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

（ 2 ）
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減損損失 586百万円

うち、当社の名古屋支社の有形固定資産

及び無形固定資産
359百万円

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

２．重要な会計上の見積り

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　当連結会計年度において、当社の名古屋支社の固定資産（有形固定資産及び無形固定資

産の合計）463百万円に係る資産グループについて、営業活動から生じる損益が継続してマ

イナスになったことにより減損の兆候があると判断しました。当該資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を下回ったため、使用価値と正

味売却価額とを比較し、正味売却価額を回収可能価額として、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、減損損失を計上しております。また、正味売却価額は名古屋支社の固定資産の

時価から処分費用見込額を控除して算出しております。

②主要な仮定

　正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は、土地の更地価格、土地・建物の時価及び建

物等の処分費用見込額であります。土地の更地価格及び土地・建物の時価は、不動産鑑定

士からの鑑定評価額によっており、鑑定評価額は原価法による積算価格及び収益還元法に

よる収益価格を勘案して最終的な評価額を算出しております。また、建物等の処分費用見

込額は、外部業者から取得した見積書をもとに算出しております。

③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響

　正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は、外部情報を含めて入手可能な情報に基づい

た最善の見積もりであると評価しております。一方で、土地の更地価格及び土地・建物の

時価は、将来の不動産市況の動向に影響を受ける可能性があり、また、建物等の処分費用

見込額は既存設備に係る個別性が高く工事費の動向に影響を受ける可能性があることか

ら、不確実性が存在し、結果として正味売却価額が減少した場合には、固定資産の減損の

認識の判定及び減損損失の算定に重要な影響を与える可能性があります。

（ 3 ）
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①担保に供している資産

仕掛品　　　　 　　　 …………………………………… 448百万円

建物及び構築物 　　　 …………………………………… 183百万円

機械装置及び運搬具 　 …………………………………… 0百万円

土地 　　　　　　　　 …………………………………… 1,198百万円

投資有価証券 　　　　 …………………………………… 444百万円

②担保に係る債務

短期借入金　 　　　　 …………………………………… 346百万円

１年内長期借入金　 　 …………………………………… 15百万円

長期借入金　 　　　　 …………………………………… 87百万円

支払手形及び買掛金 　 …………………………………… 592百万円

その他固定負債 　　　 …………………………………… 68百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 ………………………… 15,531百万円

３．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、対象取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）の報酬と

当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象取締役が中長期的な業績の向上

と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度

「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付

する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30号　2015年３月26日)に準じて、総

額法を適用しております。

(1) 取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象取

締役に対して、当社取締役会が定める役員株式給付規程に従って、原則として当社株式が

信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純

資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当

連結会計年度末38百万円、39千株であります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

（ 4 ）
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場所 主な用途
種類

建物及び
構築物

土地 その他 計

千葉県銚子市 事業用資産 30 － 39 70

長野県松本市他 事業用資産 3 － 6 10

愛知県西春日井郡 事業用資産 198 106 55 359

長野県長野市 遊休予定資産 88 － 0 88

長野県飯田市 遊休予定資産 11 15 20 47

長野県上田市 遊休資産 － － 10 10

計 332 122 132 586

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

普 通 株 式 23,121,000 － － 23,121,000

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

普 通 株 式 1,017,597 237 28,450 989,384

５．連結損益計算書に関する注記

減損損失

　当社グループは、保有固定資産をセグメント別に把握したうえで、各地域における物流

機能・顧客政策等を勘案してグルーピングし、減損会計を適用しております。また、将来

の使用が見込まれていない遊休資産、処分予定の資産等については、個々の資産ごとに減

損の要否を検討しております。

　以下の固定資産については、資産グループの収益性が低下したことから、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、土地及び一部建物については不動産鑑定評価、固定

資産税評価額等により評価し、償却資産は備忘価額としております。

(単位：百万円）

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

　（注）1．当連結会計年度末の自己株式には「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式

　（注）1．39,700株が含まれております。

　（注）2．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取分173株、持分法適用関連会社が取得

　（注）2．した自己株式（当社株式）の当社帰属分64株によるものであります。

　（注）3．自己株式の数の減少は、単元未満株式の買増し請求に伴う処分及び信託への預け入

れによる減少50株、「株式給付信託（BBT）」からの給付による減少28,400株であ

ります。

（ 5 ）
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決議 株式の種類
配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2023年６月20日

定時株主総会
普通株式 376百万円 17円00銭 2023年３月31日 2023年６月21日

2023年11月10日

取締役会
普通株式 221百万円 10円00銭 2023年９月30日 2023年12月４日

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日
効力

発生日

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 266百万円 12円00銭

2024年

３月31日

2024年

６月26日

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

　（注）1．2023年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託

　（注）1．（BBT）」が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

　（注）2．2023年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」

　（注）2．が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

2024年６月25日開催の定時株主総会において、配当に関する事項を議案とする予定であ

ります。

　（注）2024年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」

　（注）が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

（ 6 ）



2024/05/30 17:00:08 / 23071803_株式会社マルイチ産商_招集通知

連結注記表

連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

　投資有価証券（＊2） 3,232 3,232 －

　長期借入金（＊3） 166 165 △1

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 605

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達してお

ります。一時的な余資は短期的な預金等で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に

より調達しております。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、売買目的有価証券及び満期保有目的の債券以外のその他の投資有価証

券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金はほとんどが２ヶ月以内の支払い期日であります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

③金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門及びコーポレート部門の

担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手毎に期日及び残高を

管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて同様の管理を行っております。

ロ．市場リスク（株価や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。連結子

会社についても、同様の管理を行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。連結子会社につ

いても同様の管理を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

　（＊1）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「未収入金」「支払手形及び買掛金」「短

期借入金」「未払金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略していま

す。

　（＊2）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　（＊3）１年内返済予定額を含めております。
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　投資有価証券

　　その他有価証券

　　 株式 3,232 － － 3,232

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　長期借入金 － 165 － 165

水産事業
一般食品
事業

畜産事業
丸水長野県

水グループ
計 その他 合計

顧客との契

約から生じ

る収益

149,474 28,692 41,827 33,778 253,773 1,031 254,805

その他の収

益
－ － － － － － －

外部顧客へ

の売上高
149,474 28,692 41,827 33,778 253,773 1,031 254,805

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数用いている場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品　　　　（単位：百万円）

　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　　投資有価証券

　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

　　　長期借入金

　　　　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値技法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記

①顧客との契約から生じる収益を分解した情報　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（ 8 ）
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(1) １株当たり純資産額 1,158円88銭

(2) １株当たり当期純利益 70円15銭

②顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「【連結注記表】１．連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記　（4）④収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りです。

９．１株当たり情報に関する注記
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【個別注記表】

１．重要な会計方針に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①子会社及び関連会社株式……移動平均法による原価法

②その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　………時価法

　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

③棚卸資産

・商品、原材料及び貯蔵品

　　　　　　　　　　　………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　　　　　　　　　　　　　一部の生鮮品については個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　………定率法。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月1日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物、構築物………………………15～38年

機械及び装置、車両運搬具………10～12年

②無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウエア（自社利用）

　　　　　　　　　　　………社内における見込利用可能期間（主に５年）に基づく

　　　　　　　　　　　　　　定額法によっております。

・その他の無形固定資産

　　　　　　　　　　　………定額法

③リース資産

　　　　　　　　　　　………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　　　　　　　　　　　　　によっております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②賞与引当金　　　　　………従業員の賞与支給に充てるため、翌事業年度の支給見込

額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③退職給付引当金　　　………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

（ 10 ）
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減損損失 567百万円

うち、当社の名古屋支社の有形固定資産

及び無形固定資産
359百万円

度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

④役員株式給付引当金　………業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」に

　　　　　　　　　　　　　　対応するため、対象取締役に対して、役員株式給付規程

　　　　　　　　　　　　　　に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　商品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商

品を引渡す義務を負っています。当該履行義務は、商品を引渡す一時点において、顧客が

当該商品に対する支配を獲得して充足していると判断し、引渡し時点で収益を認識してお

ります。なお、代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して

おります。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

退職給付に係る会計処理　………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２．重要な会計上の見積り

固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類等に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

「【連結注記表】２．重要な会計上の見積り」の内容と同一であります。

②主要な仮定

「【連結注記表】２．重要な会計上の見積り」の内容と同一であります。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

「【連結注記表】２．重要な会計上の見積り」の内容と同一であります。
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建物　　　　　　　　………………………………… 183百万円

土地　　　　　　　　………………………………… 1,075百万円

投資有価証券　　　　………………………………… 325百万円

支払手形　　　　　　………………………………… 136百万円

買掛金　　　　　　　………………………………… 296百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額………………………… 12,473百万円

短　期　債　権　　　………………………………… 1,671百万円

短　期　債　務　　　………………………………… 1,999百万円

(4) 取締役に対する金銭債務………………………………… 32百万円

３．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、対象取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）の報酬と

当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象取締役が中長期的な業績の向上

と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度

「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付

する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30号　2015年３月26日)に準じて、総

額法を適用しております。

(1) 取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象取

締役に対して、当社取締役会が定める役員株式給付規程に従って、原則として当社株式が

信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により

純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

当事業年度末38百万円、39千株であります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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売上高　　　　　　　………………………………… 2,965百万円

売上原価　　　　　　………………………………… 14,332百万円

販売費及び一般管理費………………………………… 3,240百万円

営業取引以外の取引高………………………………… 686百万円

場所 主な用途
種類

建物 土地 その他 計

長野県松本市他 事業用資産 3 50 6 60

愛知県西春日井郡 事業用資産 184 106 68 359

長野県長野市 遊休予定資産 88 － 0 88

長野県飯田市 遊休予定資産 11 15 20 47

長野県上田市 遊休資産 － － 10 10

計 286 172 107 567

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度
末株式数（株）

普 通 株 式 1,014,130 173 28,450 985,853

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 減損損失

　当社は、保有固定資産をセグメント別に把握したうえで、各地域における物流機能・顧

客政策等を勘案してグルーピングし、減損会計を適用しております。また、将来の使用が

見込まれていない遊休資産、処分予定の資産等については、個々の資産ごとに減損の要否

を検討しております。

　以下の固定資産は、資産グループの収益性が低下したことから、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、土地及び一部建物については不動産鑑定評価、固定資産税評

価額等により評価し、償却資産は備忘価額としております。

（単位：百万円）

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（注）1．当事業年度末の自己株式には「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式39,700株

　注）1．が含まれております。

　注）2．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取分173株であります。

　注）3．自己株式の数の減少は、単元未満株式の買増し請求に伴う処分及びみずほ信託へ預け

入れ分による減少50株、「株式給付信託（BBT）」からの給付による減少28,400株で

あります。
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投資有価証券評価損 58百万円

関係会社株式評価損 110百万円

賞与引当金 139百万円

貸倒引当金 768百万円

退職給付引当金 108百万円

減価償却超過額 86百万円

資産除去債務 49百万円

減損損失 862百万円

未払社会保険料 21百万円

その他 549百万円

繰延税金資産小計 2,753百万円

評価性引当額 △1,567百万円

繰延税金資産合計 1,186百万円

固定資産圧縮積立金 △60百万円

その他有価証券評価差額金 △518百万円

その他 △12百万円

繰延税金負債合計 △592百万円

繰延税金資産の純額 594百万円

法定実効税率…………………………………… 30.5％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 14.3％

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △12.0％

住民税均等割 4.7％

評価性引当額の増減額 1.1％

子会社清算に伴う繰越欠損金の引継ぎ △8.4％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.0％

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因の主な項目別内訳
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種類
会社等

の名称

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の

内容

又は職業

議決権等の

被所有割合

（％）

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

及び主要

株主

三菱商事㈱ 204,447 総合商社 直接20.89
営業上の取引

役員の受入

商品の仕入

(注1)

4,201 買掛金 910

種類
会社等

の名称

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の

内容

又は職業

議決権等の

所有割合

（％）

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

子会社
大信畜産

工業㈱
95

食肉加工

及び販売
直接78.89

営業上の取引

役員の兼任

原料の有償

支給(注1)

6,565 売掛金 555

子会社 信田缶詰㈱ 80

水産缶

詰、その

他水産加

工品製造

直接100.00

営業上の取引

資金の援助

役員の兼任

資金の貸付

(注2)

380

関係会社

長期貸付金

(注3)

2,766

種類
会社等

の名称

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の

内容

又は職業

議決権等の

被所有割合

（％）

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

の子会社

東洋冷蔵㈱

（三菱商事

㈱の子会

社）

2,121
総合水産

商社
－ 営業上の取引

商品の仕入

(注1)

5,143 買掛金 898

８．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

(2) 子会社及び関連会社等

(3) 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、相対で交渉のうえ決定してお

ります。

2．資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を決定しており、返済条件は、期日一括返済

としております。なお、担保は受け入れておりません。

3．関係会社長期貸付金に対し、2,499百万円の貸倒引当金を計上しています。また、当事

業年度において338百万円の貸倒引当金繰入額を計上しています。

（ 15 ）
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 966円21銭

(2) １株当たり当期純利益 18円73銭

９．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「【連結注記表】８．収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

（ 16 ）
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